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   ㈲北野財経システム 
   税理士法人 Ｙ．Ｋ．Ｃ． 
大阪市淀川区西中島 7-1-26 

オリエンタル新大阪ビル 707 号 
TEL：06-6304-7857・FAX：06-6304-8851 

http://kncc.co.jp 

経営一言：「一社が個別で技術開発するには限界がある。同じ志を持つ仲間作りが重

要だ」                 （豊田 章男氏 トヨタ社長） 

－所長ｺﾒﾝﾄ：単独の情報では充分ではない。ｽﾋﾟｰﾄﾞのある複雑・多岐に亘る時代。技

術面も経営面も横のつながり、特に国際的な関係が大切。M&A もその一つ。－ 

 

ＫＮＣ ＮＥＴＷＯＲＫ ＮＥＷＳへのご意見・ご質問・ご感想は 

０６－６３０４－７８５７ または ｋａｉｋｅｉ＠ｋｎｃｃ．ｃｏ．ｊｐ  

までお寄せください。 

事前確定届出給与  《税務》 

 役員に支払う給与は毎月同じ額でなければ損金にならず、利

益を圧縮できないので、ボーナスなどの名目で多めに支払っても

節税にはなりませんが、賞与を支給することを事前に税務署に

届け出れば経費になります、 

 税務署への届出の期限は、「株主総会のから１ヵ月」と「事業年

度開始から４か月」のうち、いずれか早い日と定められています。

届出の際には、ボーナスの支給対象者と支給時期、支給額、支

給を決定した時期などの項目を申請書に書き込みます。事前に

伝えた支給額と実際の支給額が異なりますと、全額が損金不算

入になります。 

 

 

配偶者控除、１５０万円でも家計潤わず  《税務》 

 来年１月から始まる配偶者控除の見直しで、得をするのは、全

国に約３百万あるパート世帯だとされています。ですが、実際に

そうなのでしょうか。 

 見直しでは、主な稼ぎで主である夫の年収が１１２０万円以下の

場合、３８万円の控除を受けられる配偶者である妻の年収は、こ

れまでの１０３万円以下から１５０万円以下に引き上げられます。

しかし妻はその分、パートで働く時間を増やして１５０万円まで稼

いだとすると、社会保険料も１７万円から２３万円に増えてしまい

ます。週２０時間以上働き、同じ職場に１年以上勤める見込みな

どの条件を満たす人は、年収１０６万円以上で厚生年金保険や健

康保険に加入しなければならないからです。さらに所得税と住民

税もアップし、結局妻の手取りは約１２２万円に目減りします。 

 

融資に必要な納税証明書  《税務》 

 金融機関から融資を受ける際には、「納税証明書」の提出が求

められます。納税額や所得税金、また未納税額がないことを金

融機関が確認するためのもので、納税者は所轄の税務署で交付

を受けます。証明書で滞納税額がないことを示さないと基本的に

融資は受けられません。納税証明書の交付を受けるには、平成

２８年以降、マイナンバーの番号カードもしくは通知カードを税務

署に持参しなければならなくなっています。 

 

立地と店舗探し  《経営》 

 店舗を新たに立ち上げる時、一般にどんな事を問題にするでし

ょうか。開業資金・店舗デザイン・品揃えやメニュー・収支計画等

は、誰でも検討するでしょう。しかし、意外に関心が低いのが立

地に関する問題です。開業直後に「しまった」と後悔する人も多い

ようです。 

 店舗立地（店舗探し）に明確な当てがない場合は、まず地図を

眺めるがお薦めです。例えば、東京都心の地図を見ると、目黒駅

が品川区にあったり（品川駅は港区にある）、駅から近い場合でも

途中に大きな寺社、公園、大学・幹線道路・工場等があって駅前

立地にならない事等に気づいたりします。当然ですが、地域を限

定して店舗探しをする時は、紹介を受ける前に現地へ行って周辺

を観察します（店舗だけ調査に行く人が案外多い）。街の活気度・

商店街の繁盛度と業種構成・各店舗の業種と人気・競合店の有

無・通行者の服装や表情等を観察します。また、周辺の河川・橋・

踏切・道路の傾斜と坂道等を見落とさないようにします。 

 さらに次のような点にも留意する必要があります。（１）当該地の

不動産屋で賃貸料相場や空室状況を確認する（２）駅前で開業す

る場合は、出口による活況の差を比較確認する（３）一度は悪天

候の日に行き、普段との違いを確認する（水はけが悪くないか、

車の停滞等）。 

  

 

 

 

気になる記事：人口、２２０５３年に１億人割れ、厚労省推計５０年後８８０８万人 

 １人の女性が生む子供の数が今と変わらない場合、人口は２０５３年に 1 億人を割り、６５年には１５年比３割減の８８０８万人になる。働

き手の世代は４割減とさらに大きく減る見通しだ。政府が経済成長に必要とする１億人を保つのは難しく、政策は大きな見直しを迫られ

る。働き手にあたる１５～６４歳の生産年齢人口は足元の７７２８万人から５０年後には４５２９万人へと４割減る。６５歳以上の高齢者の人

口は３３８７万人から５０年後に３３８１万人とほぼ横ばい。全人口に占める割合は３８．４％に高まる。５人に２人が高齢者となる。 

 

 


